
令和２年度 第３回 江戸川区熟年しあわせ計画及び 

介護保険事業計画検討委員会 

 

令和２年９月 15日 午後 7時 

グリーンパレス５階「孔雀」 

１ 開 会 

２ 委員長あいさつ 

３ 議 事 

（１）認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進について 

（２）高齢者の権利擁護・虐待対応について 

（３）区内介護事業所における災害・感染症対策について 

（４）計画策定の方向性（案）について 

 

４ その他 

５ 閉 会 

 

（配付資料） 

資料 1-1   認知症高齢者数 

資料 1-2  認知症施策の現況と今後の方向性 

資料 1-3  認知症施策の総合的な推進について 

資料 1-4  江戸川区の認知症施策 

資料 2   権利擁護事業の現況と今後の方向性 

資料 3    区内介護事業所における災害・感染症対策について 

資料 4-1  基本指針について 

資料 4-2  「中間のまとめ」の構成と骨子（案） 

参考資料  今後のスケジュール（予定） 



 

本日の論点について（第３回） 

（１） 認知症推進施策大綱等を踏まえた認知症施策の推進について 

【課題】認知症になっても希望を持って暮らし続けるために・・・ 

 認知症の方や介護する家族に対する支援について、どのような取組が必要か。 

（２） 高齢者の権利擁護・虐待対応について 

【課題】住み慣れた地域で安心・安全に暮らし続けるために・・・ 

 認知症や一人暮らしの熟年者の増加が見込まれる中、今後の権利擁護のあり方、高齢者虐待への対

応について、さらに充実すべき方策は何か。 

（３） 区内介護事業所における災害・感染症対策について 

【課題】 緊急事態が起こっても、必要な人が介護サービスを継続利用していくために・・・ 

 近年の災害発生・感染症の流行を踏まえ、有事の場合においても必要な人が必要なサービスを継続

利用するため、区や介護事業者が構築すべき連携体制は何か。 

 



認知症高齢者数

認知症者数
令和7年（2025年）

推計

国 ※1
（平成24年）

４６２万人（15％）
７００万人（約20％）

都 ※2
（平成28年）

４１万人（13.8％）
５６万人（17.2％）

江戸川区 ※3
（令和2年5月末現在)
１９，７８０人（13.3％）

２７，３９６人（18％）

※１ 2015年1月7日に厚生労働省が発表した認知症者有病者数推計値
※2 東京都が推計した、何らかの認知症の症状がある高齢者数(認知症日常生活自立度Ⅰ以上)
※3 ６５歳以上の認知症日常生活自立度Ⅰ以上(実績)と「江戸川区人口ビジョン」推計人口に約18
％をかけた場合

江戸川区の若年性
認知症者数（推計）

226人 ※

資料１-１

※若年性認知症者数は、18歳～64歳人口（Ｒ2.6.1
現在444,577人）、１０万人に対して50.9人の出現率
（※4）により推計
※4 出典 厚生労働省「若年性認知症実態等調
査結果（令和２年３月）」より



認知症施策の現況と今後の方向性 

 

（１）認知症に関する普及啓発 

「区民向け講演会」やパンフレット「知って安心認知症（江戸川区認知症ケア

パス）」などを通じて、認知症に対する正しい知識と理解の普及を図った。 

また、「事業者向け講演会」等を実施し、医療と介護の連携の強化と関係機関の

ネットワークづくりを進めた。 

 

区民向け講演会参加者数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

80人 80人 80人 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

59人 64人 76人 75人 

事業者向け講演会参加者数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

60人 60人 60人 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

59人 33人 47人 60人 

 

 

(２)認知症早期発見・診断・対応の仕組みづくり 

「認知症支援コーディネーター」や各熟年相談室に配置した「認知症地域支援

推進員」、電話相談窓口「認知症ホットライン」などにより、認知症の方やその 

家族への相談支援を重層的に行った。 

加えて、「認知症初期集中支援チーム」を配置し、初期の段階で認知症の方や 

その家族へ個別の訪問を行うなど、適切な支援を実施した。 

さらには、認知症あんしん検診を令和 2年度より実施し、医療機関による早期

発見・診断と、確実な治療及び福祉的な支援につなげていく。 

 

熟年相談室における認知症の相談件数 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

26か所 
5,750件 

27か所 
6,279件 

27か所 
6,167件 

27か所 
6,500件 

認知症ホットライン相談件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

250件 250件 250件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

213件 234件 230件 250件 

 

資料 １－２ 



認知症支援コーディネーター相談延人数※ 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

400人 420人 440人 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

316人 413人 377人 440人 

認知症初期集中支援チーム対応件数 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

－ 5人 8人 5人 

認知症あんしん検診 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

－ － － 実施 

※平成 29 年度までは認知症支援コーディネーター事業として実施 

※平成 30 年度より認知症初期集中支援チーム事業として実施 

 

(３)地域での日常生活・家族の支援の強化 

認知症サポーターの養成を推進し活躍の場を広げるとともに、えどがわオレン

ジ協力隊事業を実施し、地域や民間事業者の取り組みを支援した。 

また、認知症の方が行方不明になった時に早期に対応できるよう、メールニュ

ースを活用した情報発信や、ＧＰＳを使用した徘徊探索サービス、おかえりリボ

ン等の普及に努めた。 

若年性認知症の人の家族同士の交流や地域への理解を促進する取り組みを行う

家族会を支援した。 

認知症サポーター養成講座 

 
講座開催数 

サポーター養成数 

平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

100講座 
3,000人 

100講座 
3,000人 

100講座 
3,000人 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

122講座 
3,142人 

94講座 
2,885人 

110講座 
2,989人 

30講座 
1,000人 

えどがわオレンジ協力隊 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

－ － 142団体 200団体 

徘徊探索サービス利用者数（延べ） 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

660人 680人 700人 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

407人 448人 398人 644人 

メールニュース登録者数（認知症行方不明者情報） 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

1,486人 2,017人 3,743人 4,700人 



おかえりリボン配付数 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

3,200件 2,381件 2,148件 2,000件 

見守りキーホルダー登録者数 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

1,788人 2,680人 2,767人 2,900人 

若年性認知症家族会支援 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

実施 実施 実施 実施 

介護者交流会 

 
開催回数 
参加者数 

平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

228回 
1,900人 

228回 
1,900人 

228回 
1,900人 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

216回 
1,760人 

225回 
1,627人 

202回 
1,462人 

114回 
912人 

江戸川オレンジカフェ（認知症カフェ） 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

17カ所 20カ所 22カ所 22カ所 

物忘れ相談人数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

50人 継続 継続 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

33人 40人 23人 30人 

熟年者緊急短期入所実施事業（短期入所利用日数） 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

5日 5日 5日 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

― 3日 1日 5日 

 

 

課題と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区民及び事業者講演会等による普及啓発、認知症初期集中支援チームや認知症 

あんしん検診等による早期発見・診断・対応の仕組みづくり、認知症サポーターの

養成とえどがわオレンジ協力隊等による地域での日常生活の支援等、本区では認知

症高齢者への地域ケアの確立に向けた取組を着実に実施している。 

 今後は、本人の社会参加や家族・介護者の支援について、より効果的な取組を  

検討し実施していく。 





江戸川区の認知症施策
資料１-４

<認知症の人や家族の視点の重視＞



権利擁護事業の現況と今後の方向性 

（１）安心生活センター事業 

認知症などで判断能力に不安のある熟年者等が地域で安心して生活が送れる

よう、権利擁護の中心的な機関として社会福祉協議会内に安心生活センターを

設置している。本センターは、福祉サービスの利用相談や手続き支援、日常的

な金銭管理、書類等の預かりといった安心生活サポート事業を始め、成年後見

制度の利用促進のための出前講習や相談、親族申立の支援等を行っている。ま

た、社会貢献型区民後見人を養成し地域資源として活用、区長申立てに関する

事務、福祉サービスへの苦情受付などを実施し地域に貢献した。 

令和元年度からは、支援可能な親族がいない熟年者に対して見守り、入院時

のサポート等の生活支援を行う「おひとり様支援事業」を開始した。 

 

福祉サービスの利用相談や手続き支援件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

9,730件 10,900件 12,200件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

8,995件 9,028件     6,731件 6,000件 

安心生活サポート事業契約件数（年度末件数） 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

60件 62件 64件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

61件 67件 69件 71件 

入院時サポート事業 

 
平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

- 3件 3件 

おひとり様支援事業 

 
平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

- 3件 6件 

成年後見制度区長申立件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

100件 130件 160件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

87件 77件 69件 65件 

資料２ 



社会福祉協議会による法人後見受任件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

45件 50件 55件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

23件 33件 15件 18件 

社会福祉協議会による後見監督人受任件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

45件 50件 55件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

29件 34件 31件 31件 

社会貢献型後見による後見人受任件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

45件 50件 55件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

29件 34件 31件  31件 

成年後見制度利用支援事業（報酬助成）利用件数 

 
平成 30年度計画 令和元年度計画 令和２年度計画 

60件 90件 130件 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

37件 61件 78件 124件 

 

課題と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○昨年度は、相談数を始め各項目で減少したが、今年度はコロナ禍の中でも、「親

族申立て」「本人申立て」支援は既に 17件と、昨年度の 15件を上回っている。

(一昨年度は 30件) 

 今後も、関係機関と連携を図りながら、区長申立てだけでなく、「親族申立て」

「本人申立て」支援に注力していく。 

〇金銭管理等を行っていた安心生活サポート事業の利用者で、後見制度の利用に切

り替える方が急増している。特に福祉事務所からの相談が多く、「報酬助成」制

度を利用せざるを得ない状況ではあるが、費用負担が困難な方に対しても安心し

て後見制度の利用ができるよう、引き続き支援を行っていく。 

〇昨年度から開始した新規事業である、入院時サポート事業、おひとり様支援事業

の普及が進んでいないため、制度の周知をより一層行っていく。一方で、同等の

制度を各弁護士会で新設し始めている。本センターが直接支援していくべきか各

士業の動きを注視して今後の事業展開を見定めたい。 



(２) 高齢者虐待への対応 

高齢者虐待につながるおそれがあるケースについては、地域の関係機関や事業

者等と協力し、早期発見・早期対応に取り組む。虐待に関する相談があった時

は、関係機関による被虐待者の保護、養護者に対するサポート（助言・指導等）

や見守りを行った。 

熟年相談室による対応 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

26か所 
受付件数 
延 183件 

27カ所 
受付件数 
延 192件 

27カ所 
受付件数 
延 206件 

27カ所 
受付件数 
延 186件 

権利擁護・高齢者虐待対応事例検討会 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

8回 2回 全 2回中止※ 2回 

権利擁護・高齢者虐待対応ケア会議 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

2回 23回 24回 
(他に 1回中止※) 

31回 
(他に 5回中止※) 

虐待防止リーフレット・ポスターによる啓発 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

ﾘｰﾌﾚｯﾄ 3,000部 ﾘｰﾌﾚｯﾄ 20,500部 ﾎﾟｽﾀｰ 6,000枚 ﾎﾟｽﾀｰ 2,000枚 

介護事業者等に対する研修等 

平成 29年度実績 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

4回 4回 2回 
(他に 3回中止※) 4回 

※新型コロナウィルス感染症感染拡大防止のため 

課題と今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○近年、高齢者虐待通報件数が増えているが、虐待の認識がない場合等、通報に至

らないケースもあるため、さらなる普及啓発が求められる。今後は、高齢者虐待

について区民の目に触れる機会を増やし、相談の敷居を下げることで潜在化を防

ぐ必要がある。 

○高齢者虐待案件が増加する中で、老人福祉法上の措置案件など深刻なケースも増

加しており、緊急性が高いものや困難なケースへの対応、全てのケース記録・管

理に係る関係職員への負荷は喫緊の課題となっている。このため、高齢者虐待対

応のマニュアルやガイド機能を備えた「高齢者虐待対応システム」を構築し、専

門家を交えたケア会議等の実施を推進することで、より効率的で効果的な対応の

実現を図る必要がある。 

○要介護施設従事者による虐待についても、近年、疑いのある相談とともに認定に

至るケースが増加傾向にある。実地指導や集団指導において職員に対する虐待防

止の研修・教育の徹底と、事業所自体が小さな兆候にも迅速に対応するよう、引

き続き指導していく。 



区内介護事業所における災害・感染症対策について 

 

（１） 災害対策について 

  ① 二次避難所としての災害時協力協定の締結 

    特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、有料老人ホーム等 45施設と災害

時協力協定を締結している。一次避難所での生活が困難な要配慮者を受け入

れる施設として、二次避難所を開設し、要配慮者の安心・安全な避難行動を

支援する。 

 

② 事業者向け研修の実施 

    介護事業者向け多職種連携研修において「防災」をテーマに実施し、意識

の向上と平時からの備えについて啓発を実施した。 

事業者向け研修 

 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度実績 

     1回     ― 回     １回 

  ※ 令和 2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、動画配信にて実施 

 

  ③ 実地指導等における防災対策の確認 

    サービス種別毎に実施する実地指導において、各事業所における災害への

備えとして備蓄品や対応マニュアルの整備、避難訓練の実施状況等について

確認及び指導を実施した。 

 

④ 避難確保計画の作成支援 

    平成 29年度に水防法・土砂災害防止法が改正され、浸水想定区域や土砂災

害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成・避難訓

練の実施が義務となったため、介護事業所等に対し、避難確保計画の作成支援

を行った。 

平成 29年度 令和元年度 令和２年度 

要配慮者利用施設の避難
体制の強化を図るため
『水防法』及び『土砂災
害防止法』が改正 

・2019年改訂版江戸川区 
水害ハザードマップの 
配布 

・介護事業所向けに説明
会開催 

該当の施設サービス、居
住系サービス、通所系サ
ービスなどを中心に作成 
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（２） 感染症対策について 

① 介護事業者への情報提供 

   江戸川区介護保険のホームページのほか、介護事業者向け専用ホームページ

ケア倶楽部等にて情報提供を実施。国（介護保険最新情報）や東京都の通知な

どをリアルタイムで掲載し、感染症対策における支援を実施した。 

 

② 事業者向け研修の実施 

    介護事業者向け多職種連携研修において「感染症対策」をテーマに実施

し、感染症対策の重要性と平時からの備えについて、啓発を実施した。 

事業者向け研修 

 平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度実績 

     ― 回     １回     １回 

  ※ 令和 2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、動画配信にて実施 

  

③ 実地指導等における感染症対策の徹底 

    年 1回実施する介護事業者への集団指導やサービス種別毎に実施する実地

指導において、各事業所における感染症への備えとして備蓄品や対応マニュ

アルの整備等について指導し、対策を徹底した。 

集団指導         

   平成 30年度実績 令和元年度実績 令和２年度見込み 

     1回    １回    １回 

  ※ 令和 2年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により、書面開催にて実施 

 

（３） 新型コロナウイルス感染症対策について 

① 介護事業所における新型コロナウイルス感染症対策連携会議 

    江戸川区医師会の呼びかけにより、区内の医師、介護事業者等が集まり、新

型コロナウイルス感染症に関する最新情報や対策、現状に関して意見交換会を

開催した。 

介護事業所における新型コロナウイルス感染症対策連携会議 

 第 1回 第２回 

  ４月９日（木）  ４月 10日（金） 5月 21日(木) 

 

② 介護事業者への情報提供 

    江戸川区介護保険のホームページのほか、介護事業者向け専用ホームペー

ジケア倶楽部等にて情報提供を実施。国（介護保険最新情報）や東京都通知

本区からの情報などをリアルタイムで掲載し、感染症対策における支援を実

施した。 

 

 

 

 



③ 介護施設における新型コロナウイルス感染症発生時の職員相互派遣スキー

ムの構築 

    新型コロナウイルス感染症が区内介護保険施設（特別養護老人ホーム及び介

護老人保健施設）において発生した場合に、必要なサービス提供が継続できる

よう、施設間で職員を相互に派遣するための枠組みを構築した。 

 

課題と今後の方向性 

 

 

 

 

課題と今後の方向性 

 

 

 

〇二次避難所への避難について、避難行動要支援者の中でも優先順位の高い方には

事前に避難場所を指定した上で、対象者について施設や支援者等で情報共有する

などの体制を構築していく。 

〇一次避難所となっている体育館等で生活することが困難な要配慮者に対し、空き

教室等を利用した避難スペースを設ける等、避難時においても安心して生活でき

る体制を整える。 

〇実地指導や集団指導において、災害及び感染症に対する備えとして、備蓄品や災

害・感染症対応マニュアル、避難訓練の実施状況等について確認と指導の継続を

していく。 

〇防災、感染症対策において、介護事業所の事業継続が可能となるようこれまでも

取り組んできている。今後も、人の確保や正しい情報の提供などが重要となるこ

とから、より有効な方策等について検討していく。 



１ 2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備
○2025・2040年を見据え、地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえて計画を策定
※基盤整備を検討する際、介護離職ゼロの実現に向けたサービス基盤整備、地域医療構想との整合性（病床の機能分化及び連携に伴い生じるサー
ビス必要量に関する整合性の確保）を踏まえる必要がある旨は第７期から記載。
※指定介護療養型医療施設の設置期限（2023年度末）までに確実な転換等を行うための具体的な方策について記載。
※第８期の保険料を見込むに当たっては直近（2020年４月サービス分以降）のデータを用いる必要がある。

２ 地域共生社会の実現
○地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載

３ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施）
○一般介護予防事業の推進に関して「PDCAサイクル沿った推進」、「専門職の関与」、「他の事業との連携」について記載

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について記載
○自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取り組みの例示として就労的活動等について記載
○総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定
〇保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載。（一般会計による介護予防等に資する独自事業等について記載。）
〇在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえて記載
〇要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については国で示す指標を参考に計画に記載
○PDCAサイクルに沿った推進にあたり、データの利活用を進めることやそのための環境整備について記載

４ 有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化
〇住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載
〇整備に当たっては、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を勘案して計画を策定

５ 認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進
○認知症施策推進大綱に沿って、認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指すため、５つの柱に基づき

記載。（普及啓発の取組やチームオレンジの設置及び「通いの場」の拡充等について記載。）
○教育等他の分野との連携に関する事項について記載

６ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化
○介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載
〇介護現場における業務仕分けやロボット・ICTの活用、元気高齢者の参入による業務改善など、介護現場革新の具体的な方策を記載
○総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてボランティアポイント制度等について記載

○要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載
〇文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載

７ 災害や感染症対策に係る体制整備
○近年の災害発生状況や、新型コロナウィルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備えの重要性について記載

基本指針について
第８期計画において記載を充実する事項（案）

1

■ 第8期の基本指針においては、介護保険部会の「介護保険制度の見直しに関する意見」を踏まえて、以下について記
載を充実してはどうか。

SN51458
フリーテキスト
資料４-１

SN51458
フリーテキスト
出典：令和２年7月27日　第91回社会保障審議会介護保険部会資料



内容・特記事項

１　計画改定の目的

２　計画の性格
・都の医療計画、介護保険事業支援計画等
 との整合性の確保、区の各種計画との調和

３　計画期間

４　計画改定のための取組 ・基礎調査、検討委員会、広報と意見募集

１　基本理念と基本目標 ・区基本構想・基本計画との調和

１　人口及び高齢化率の推移・推計 ・2040年も見据えた中長期的な推計

２　世帯の状況

３　住まいの状況 ・住まいの形態、在宅生活の意向

４　介護保険被保険者及び要介護認定者の推移・推計

５　認知症の方（疑い含む）の状況

１　介護保険サービス利用者 ・利用者数の推移

２　居宅サービス ・サービス別利用者数・利用割合等

３　居住系サービス
・特定施設入居者生活介護の状況
・住宅型有料老人ホーム、サービス付き
 高齢者向け住宅等の状況

４　地域密着型サービス ・利用者数、圏域別の整備状況

５　施設サービス ・施設整備と利用者数

今後の高齢化の進行　－世界に例を見ない高齢化を前に－

Ⅰ　医療　－誰もが虚弱高齢者になりうる－

Ⅱ　介護　－右肩上がりの要介護認定者数－

Ⅲ　住まい　－高齢化による住まいの変化－

Ⅳ　生活支援　－孤立化が進む熟年者－

Ⅴ　介護予防　－人との関わりは介護予防－

第４章 区の具体的な取組　－住み慣れた地域で暮らし続けるために－
・地域包括ケアシステムの推進と地域共生
 社会の実現
・SDGsのゴールとの関連性を見える化

Ⅰ　医療（在宅療養を支える医療と介護の連携）

　　医療と介護の連携強化、専門職のスキルアップ、サービスの充実 ・連携のさらなる推進に向けての取組

Ⅱ　介護（介護基盤の強化による安心と希望のある地域づくり）

　　地域密着型サービスの整備推進、施設の計画的な整備
・制度の持続可能性を確保するため、中長期
 的な視点に立って整備を推進

　　介護人材の確保と事業者への支援
・人材確保事業の推進と元気高齢者など
 多様な人材の活用及び業務効率化の推進

　　介護保険事業の適正化、保険外サービスのあり方

「中間のまとめ」の構成と骨子(案)

項　　　　　　　目

第 １ 部　 総　　論

第１章　計画の目的と性格

第３章　高齢化への対応

第２章　介護保険サービス等の現状と課題

第２章　基本理念

第 ２ 部　 区の現状と高齢化への対応

第１章　区の現況と推計

資料 ４-２



内容・特記事項

Ⅱ　介護（認知症高齢者への地域ケアの確立）

　　認知症予防、早期発見・診断・対応の仕組みづくり ・認知症施策推進大綱を踏まえた施策の推進

　　認知症地域ネットワークの構築、地域生活を支える介護サービスの充実

　　地域での日常生活・家族の支援の強化

Ⅲ　住まい（安心して住み続けられる住まいの確保）

　　住まいに対する相談・情報提供、居住継続への支援 ・居住支援の取組の推進

　　高齢者向け住宅の整備、低所得者向け住まいの確保

Ⅳ　生活支援（熟年者を支える地域ネットワークの構築）

　　熟年相談室の機能強化 ・連携、協働によるネットワークの充実

　　地域ケア会議・地域支援ネットワークの充実

Ⅳ　生活支援（権利擁護事業の充実）

　　判断能力が低下した人への支援 ・制度の利用促進

　　高齢者虐待への対応 ・啓発と対応スキルの向上

Ⅴ　介護予防（熟年者の介護予防と日常生活を支える地域づくり）

　　効果的な介護予防の推進
・保健事業と介護予防の一体的な実施
・リハビリテーション提供体制の状況

　　社会参加と地域の支えあい・助けあいの仕組みづくり ・就労的活動の推進

　　介護予防・日常生活支援総合事業の推進

　　介護予防・生活支援サービスの提供体制の整備

共生社会（地域共生社会の実現に向けた取組）

　　全世代分野横断の視点に立った地域づくり ・我が事、丸ごとの地域づくりを推進

　　なごみの家の取組
・複雑化・複合化した支援ニーズに対応する
 包括的な支援体制を強化

１　健康ではつらつとした生活作り

　（１）健康長寿のまち

　（２）介護予防のまち

２　安心と信頼のサービスづくり

　（１）地域生活を支援するまち

　（２）介護する家族を支えるまち

　（３）安心介護のまち【介護保険事業計画部分に相当】

３　豊かな福祉のまちづくり

　（１）安心・快適、心のバリアフリーのまち

　（２）いつまでの住み続けることのできるまち

４　生きがいに満ちた生涯づくり

　（１）ふれあいと支えあいのまち

　（２）熟年パワーのあふれるまち

5　サービス利用支援体制づくり

　（１）安心してサービスが利用できるまち

　（２）連携により円滑なサービスを提供するまち

項　　　　　　　目

第 ３ 部　 熟年者保健福祉施策の展開

第１章　熟年しあわせ計画



内容・特記事項

１　介護保険サービス料等の見込み

　（１）居宅サービス

　（２）居住系サービス

　（３）施設サービス ・介護医療院を追加

　（４）地域密着型サービス ・指定に関する保険者の関与等

　（５）介護予防・生活支援サービス

　（６）地域支援事業
・保険者機能強化推進交付金等を活用した
 施策の充実・推進

２　介護保険財政の実績と見込み

　（１）介護保険財政の３年間のまとめ

　（２）保険給付費財源の財源構成及び内訳

　（３）保険料の収納状況及び使途

　（４）介護給付費準備基金

３　保険給付費等及び保険料の見込み額

　（１）保険給付費を推計する上での主な留意点

　（２）計画期間における保険給付費等見込み額

　（３）介護給付費準備基金の活用

　（４）第８期介護保険事業計画における介護保険料〈 保険料基準額 〉

　（５）第１号被保険者の所得段階別保険料

　（６）２０２５年、２０４０年のサービス水準の推計

４　介護保険事業を円滑に推進するための施策

　（１）サービス利用等における低所得者への配慮

　（２）サービスの質の向上のための方策

５　権利擁護事業の充実

　（１）判断能力が低下した人への支援

　（２）高齢者虐待への対応

６　介護保険事業の推進

　（１）公平・公正な要介護認定の実施

　（２）地域密着型サービスの指定事務の実施

　（３）居宅介護支援事業者の指定事務の実施

　（４）共生型サービスの整備支援

　（５）災害・感染症への対策 ・事業継続に向けての事業者支援の推進

　（６）介護保険事業計画の推進・評価

江戸川区介護保険事業計画等検討委員会委員名簿

資　　料

項　　　　　　　目

第２章　介護保険事業計画　



 

   今後のスケジュール （予定） 
 

 

1１月上旬   「中間のまとめ」素案を検討委員へ送付 

 

1１月中旬    検討委員会からの意見集約 

 

11月下旬   「中間のまとめ」HPで公表・意見募集 

 

12月下旬   「中間のまとめ」意見募集の結果公表 

                   

          

 

 

 

１月下旬     第４回検討委員会 

             ・中間のまとめ公表結果について 

・第８期計画案の検討 など 

 

２月中旬から下旬 意見公募手続（パブリックコメント） 

 
 

３月上旬     第５回検討委員会 

             ・計画策定報告 

・パブリックコメントの結果報告 

 

３月下旬     介護保険条例改正（予定） 

           
 

4月 1日     第 8期介護保険事業計画期間の開始 

 

 

（国）介護報酬改定率（案） 

⇒ （区）保険料基準額の算出 

     介護保険条例（案）作成など 

参考資料 



 

介護保険料基準額算定までの流れ  
 

〔 参考① ： 保険給付費算定までのながれ 〕 

人口及び 

要介護認定者数 

の推計 

① 
高齢者人口（第 1号被保険者数）の推計 

（平成 30年度（2018年度）～32年度（2020年度）、以下同様） 

② 
①に、実績を踏まえ、要介護認定者数を自然体推計 

・要介護認定者数＝被保険者数×要介護認定率 

③ ②に、介護予防等施策を反映して、要介護認定者数を推計 

施設・居住系 

サービス見込み量

の推計 

④ 
③から、近年の実績を踏まえ、利用者数を自然体推計 

・要介護認定者数×各サービス利用率 

⑤ 
④に、今後のサービスの整備方針等を踏まえ、利用者数を設定して 

推計 

居宅サービス 

見込み量の推計 ⑥ 

③から⑤の施設・居住系サービス利用者数を除いた居宅サービス対象

者数から、近年の実績を踏まえ、利用者数を自然体推計 

・居宅サービス対象者数（要介護認定者数－施設・居住系サービス利

用者数）×各サービス利用率 

⑦ ⑥に、今後のサービスの充実方針等を反映して、利用者数を推計 

⑧ 
⑦から、近年の実績を踏まえ、居宅サービス利用量を推計 

・居宅サービス利用者数×1人あたり利用回（日）数 

保険給付費 

の推計 
⑨ 

施設・居住系サービス給付費＝利用者数×1人あたりサービス給付費 

居宅サービス給付費＝利用量×1回（日）あたりサービス給付費 

・介護報酬改定率等の影響を反映する 

※上記の「施設サービス」には、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を含む。 

※上記の「居住系サービス」は、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活

介護を指す。 

※上記の「居宅サービス」は、居宅サービス及び地域密着型サービス（施設・居住系サービスに該当するサービスを除く）

を指す。 

 

  



 

 

〔 参考 ②：介護保険料基準額算定までの流れ（第 7期） 〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保険給付等見込み額（平成３０（2018年度）～３２年度（2020年度）） 

 １，３３５億９，８２１万円 

保険料基準額（年） ÷ １２カ月 ＝ ５，４００円（月） 

× 第 1 号被保険者負担割合 ２３．０％ 

第１号被保険者負担分 相当額 ３０７億２，７５９万円 

＋ 調整交付金相当額 ６５億８，９４９万円 

－ 調整交付金見込額 ５５億６，５８１万円 

－ 介護給付費準備基金取崩額 ２７億３，５００万円 

介護保険料収納必要額 ２９０億１，６２７万円 

÷ 予定介護保険料収納率 ９７．４４％ 

÷ 所得段階別加入割合補正後第 1 号被保険者数 ４５９，５５７人 

保険料基準額（年） ６４，８００円 


